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1. 調査の目的と概要

目的

概要

関東に所在する中小企業を対象とし、他社で働く人材の兼業・副業等
による自社への受け入れ実態・ニーズを調査する。兼業・副業等による
受け入れ可能な人材要件、業務内容、勤務形態等を把握・整理し、
有効な兼業・副業等による人材の受け入れの在り方について提案する

5つの観点、合計32項目の質問事項を設けたアンケートについて対象
の企業より回答を得たものを集計・分析した

背景
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• 経営資源等に乏しい中小企業・小規模事業者（以下、「中小企
業」という）における人材確保は困難を極め、人材に関する課題が
経営課題の最上位に位置づけられている

• その対策として女性/外国人登用等と様々な施策を打ってきた中で、
大企業等で働く人材の兼業・副業等による受け入れで人材を確保
するという手段の有効性・ニーズを検証する



1. 調査の目的と概要
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アンケート形式 回答用紙を対象企業宛てに郵送し、結果を回収

調査期間
アンケート ：約3週間（7月2週 ー 7月4週）
インタビュー：約4週間（8月1週 ー 8月4週）

設問数
アンケート ：32問（アンケート1：25問、アンケート2：7問）
インタビュー：10問

調査対象企業
アンケート対象：関東（※）に所在する企業8,000社
インタビュー対象：９社

※関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、長野県、山梨県及び静岡県



2. 今回の分析対象（アンケート回収状況、インタビュー対象企業）

アンケートを実施し、1,170社より回答を得た。また、回答を得た企業の中から下記９社の企業を選出
し、実際の事業状況等についてインタビューを行った

アンケート回収状況 インタビュー対象企業

# 所在地 業種

1  群馬県 ソフトウェア開発

2 群馬県 ソフトウェア開発

3 茨城県 セラミック製造

4 東京都 建築デザイン・設計

5 東京都 半導体製造

6 新潟県 金型製造

7 長野県 半導体製造

8 長野県 めっき加工

9 長野県 バッテリー製造

1,170／8,000社
（14.6%）

5

1,170

6,830 

回収率

回収

未回収
n:8,000



2. 今回の分析対象（アンケート回答企業属性）
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1：業種

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

農林水産業

建設業

製造業

卸売業

小売業・飲食店

不動産業

運輸業

情報通信業

金融・保険業

学術研究、専門・技術サービス業

サービス業

医療、福祉業

その他

大企業(n=92) 中小企業(n=1037)

２：年間売上高

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

1億円以下

1億円超～10億円以下

10億円超～50億円以下

50億円超～100億円以下

100億円超～1,000億円未満

1,000億円以上

大企業(n=92) 中小企業(n=1040)

３：設立年

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

10年以内

30年以内

50年以内

50年超

大企業(n=92) 中小企業(n=1019)



2. 今回の分析対象（アンケート回答企業属性）
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４：従業員数 ５：平均年齢

0.0% 10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%60.0%

10名以下

10名超～50名以下

50名超～100名以下

100名超～300名以下

300名超～1,000名以下

1,000名超

大企業(n=91) 中小企業(n=1040)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

29歳以下

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50歳以上

大企業(n=84) 中小企業(n=1027)



3. 分析結果サマリ
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3. 分析結果サマリ 1/3

【事業と人材に関する状況】

¸ 人材課題については、人材の育成や生産性向上といった「質の向上」が課題となっている大企業と「人材の獲

得」が課題となっている中小企業で異なる課題感を抱えている。また、「従業員の高齢化」に課題を抱えている中

小企業が約半数存在している

¸ 大企業と中小企業で共通して不足している人材は「即戦力社員」である。加えて大企業は、「IT人材」や「グ

ローバル人材」といったスペシャリストを求める回答が目立った。一方で中小企業は、「若手社員」が不足している

と回答した企業が53.3％存在し、その背景には人材の獲得ができていないことによる従業員の高齢化が考えら

れる
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3. 分析結果サマリ 2/3

【兼業・副業の状況および国に対する意見】

¸ 現状では、兼業・副業を行っている企業は1割未満

¸ 送り出しが進まない要因として「業務に専念してもらいたい」「疲弊による業務効率の低下が懸念される」と回答す

る企業が約7割存在している。その他にも大企業では「法務管理上の問題」がネックとなっている

¸ 受け入れについても、大企業は「法務管理上の問題」や「事務管理が煩雑になる」といったバックオフィス業務にお

ける懸念が強い。一方で中小企業の特徴としては、「企業秩序の乱れ」や「どういう人材がくるかわからない」という

受け入れにおける不安要素が拭えていないことがあげられる

¸ 現在、兼業・副業を受け入れている企業が活用した人材の発掘手段としては「知人・社員からの紹介」が最も多

くなっており、「WEBマッチングサービス」等のツールはほとんどの企業で活用されていない

¸ 「働き方改革の促進」や「優秀な人材の採用」等を目的に送り出しを行っている企業が多いが、必ずしも当初の

期待以上の効果は得られていない。一方、受け入れについては、「人材不足の解消」や「業務の効率化」等を目

的に実施している企業が多く、比較的当初の期待どおりの効果を得ている。

¸ 今後の意向としては、兼業・副業に取り組む予定がない企業が大半を占めるが、40～50％の企業は兼業・副

業を認めてもよいと思っている

¸ 国に求める支援としては、「成功事例・モデル事例の共有」、「法律の煩雑さの解消」、「兼業・副業に関する情

報の発信」等の意見が多い
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以上より、兼業・副業による人材の受け入れニーズとして以下パターンが想定される

【人材要件】

• 業務に支障がなければ、年齢にはこだわりはない企業が多く、大企業の引退した社員も対象になる

• 大企業のノウハウを活用したい直接的なニーズは少ない。一方で、事業領域拡大、新規事業の展開ニー
ズは多く、業界に精通している人材の受け入れ可能性は高い

【雇用形態】

• 他社従業員より個人事業主を受け入れたい要望のほうが若干強い

• 契約形態よりは、しっかり業務を遂行してくれることに重きをおいている。そのため、兼業・副業人材という枠
にとらわれず、様々な外部人材の受け入れ提案が可能ではないか

【業界】

• 製造業は場所の制約が生まれがちであるが、業務フローから切り出された一部を出来高制で行う等の工
夫により可能性が高まる

• 情報通信業などの場所の制約が少なく、案件単位で動く仕事とは相性がよいようである。特に、雇用の負
担が多い中小企業にとっては、繁忙に応じて、必要な人材をその都度集める兼業・副業のスタイルはマッチ
しているようである
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3. 分析結果サマリ 3/3



4. アンケート分析結果
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4. アンケート分析結果（単純集計）

アンケートの調査観点

調査内容を5つのカテゴリに分類し、各カテゴリごとに企業の取組みの実態や問題意識などを把握し
た

アンケート：5つの調査観点

(1) 事業と人材における今後の方向性

(2) ḱ

(3) ḱ וֹףּ ḱ

(4) ḱ

(5) ḱ

13

ア

ン

ケ

ー
ト

１

ア

ン

ケ

ー
ト

2

※アンケート１にて「すでに兼業・副業を解禁している」と回答した企業のみ

※また、大企業・中小企業の定義は、中小企業基本法のものによる



(1) 
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Ⅰ(11-1)直近3年の事業の売上の推移

15

Ⅰ(11-2)直近3年の事業の利益の推移

58.7%
29.3%

12.0% 増加傾向

横ばい

減少傾向

n=92
39.7%

44.6%

15.8% 増加傾向

横ばい

減少傾向

n=1,066

34.6%

45.7%

19.7% 増加傾向

横ばい

減少傾向

n=1,022
56.5%32.6%

10.9% 増加傾向

横ばい

減少傾向

n=92

• 売上、利益において、いずれも大企業のほうが増加傾向にある

4. アンケート分析結果（単純集計）

(1) 事業と人材における今後の方向性

大企業 中小企業



Ⅰ(12)直近3年の従業員数の推移
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4. アンケート分析結果（単純集計）

(1) 事業と人材における今後の方向性

51.1%
38.3%

10.6% 増加傾向

横ばい

減少傾向

n=94

30.3%

54.8%

14.9% 増加傾向

横ばい

減少傾向

n=1,067

大企業 中小企業

• 従業員数においても大企業では約半数、中小企業では約3割の企業が増加傾向にある



Ⅰ(13)人材において抱えている課題
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4. アンケート分析結果（単純集計）

(1) 事業と人材における今後の方向性

大企業 中小企業

24.7

36.6

16.1

16.1

63.4

25.8

10.8

15.1

11.8

10.8

58.1

29.0

5.4

17.2

17.2

1.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

求めている人材がいない

募集をしても人が集まらない

後継者不在

定着率の低下

人材育成

従業員の高齢化

人件費の高騰

ストレス・うつを訴える従業員の増加

技術継承の難航

社員のモチベーション低下

生産性の向上

ダイバーシティへの対応

社員同士のコミュニケーションが少ない

公平・公正な評価・処遇

各種制度の整備

その他 n=93

42.9

61.8

13.0

17.6

50.8

46.8

22.7

9.0

16.6

9.5

25.6

2.3

10.9

11.0

8.2

1.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

求めている人材がいない

募集をしても人が集まらない

後継者不在

定着率の低下

人材育成

従業員の高齢化

人件費の高騰

ストレス・うつを訴える従業員の増加

技術継承の難航

社員のモチベーション低下

生産性の向上

ダイバーシティへの対応

社員同士のコミュニケーションが少ない

公平・公正な評価・処遇

各種制度の整備

その他 n=1,063

• 大企業では「人材育成」や「生産性の向上」等、人材の「質」に対する課題が多く上がられている一方、
中小企業では「募集しても人が集まらない」といった「人材の獲得」にも課題を抱えている



6.3

17.2

52.7

6.0

11.6

18.6

15.0

26.0

53.3

6.0

5.6

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

経営に関するアドバイザリー

市場・業界における専門知識を有する人

同事業で経験を積んでいるような即戦力社員

バックオフィス業務のスペシャリスト

新規事業の立上げ人材

IT（情報技術）に精通した人材

オペレーション業務を担う人材

ミドルマネジャー

若手社員

グローバル人材（外国人含む）

その他 n=1,056

Ⅰ(14)現在、不足していると感じる人材
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4. アンケート分析結果（単純集計）

(1) 事業と人材における今後の方向性

大企業 中小企業

5.6

15.7

39.3

9.0

23.6

37.1

15.7

31.5

18.0

37.1

3.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

経営に関するアドバイザリー

市場・業界における専門知識を有する人

同事業で経験を積んでいるような即戦力社員

バックオフィス業務のスペシャリスト

新規事業の立上げ人材

IT（情報技術）に精通した人材

オペレーション業務を担う人材

ミドルマネジャー

若手社員

グローバル人材（外国人含む）

その他 n=89

• 大企業では、「即戦力社員」の他、「IT人材」や「グローバル人材」といったスペシャリストにニーズが強い
• 中小企業では、「即戦力社員」「若手社員」へのニーズが強く、現在・未来の戦力不足の実情が見える



(2) 
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Ⅰ(15)兼業・副業の解禁状況(送り出し・受け入れ)

20

4. アンケート分析結果（単純集計）

(2) 兼業・副業の実態

大企業 中小企業

4.3

2.2

4.3

3.2

9.7

3.2

3.2

6.5

4.3

2.2

3.2

3.2

11.7

11.8

11.7

8.6

8.6

9.7

80.9

79.6

79.8

86.0

78.5

83.9

0.0% 20.0%40.0%60.0%80.0%100.0%

自社従業員が他企業で兼業・副業

を実施(n=94)

自社従業員が個人事業主として兼

業・副業を実施(n=93)

自社従業員が隙間ワーカーとして兼

業・副業を実施(n=94)

他社従業員または経営者の兼業・

副業先として受け入れ(n=93)

個人事業主の受け入れ(n=93)

隙間ワーカーの受け入れ(n=93)

すでに解禁しており、利用者がいる 解禁はしているが、利用者がいない

今後、取り組む予定である 取り組む予定はない

4.8

2.1

2.0

5.3

5.7

4.3

4.1

3.9

4.4

3.0

4.0

3.8

8.3

6.9

9.2

8.1

9.6

10.5

82.8

87.1

84.4

83.6

80.6

81.5

0.0% 20.0%40.0%60.0%80.0%100.0%

自社従業員が他企業で兼業・副業

を実施(n=1049)

自社従業員が個人事業主として兼

業・副業を実施(n=1030)

自社従業員が隙間ワーカーとして兼

業・副業を実施(n=1038)

他社従業員または経営者の兼業・

副業先として受け入れ(n=1035)

個人事業主の受け入れ(n=1028)

隙間ワーカーの受け入れ

(n=1030)

すでに解禁しており、利用者がいる 解禁はしているが、利用者がいない

今後、取り組む予定である 取り組む予定はない

• 大企業と中小企業で回答に大きな差はなく、すべてのパターンで約8割の企業が「取り組む予定はない」と
回答している。



70.4

67.9

28.9

22.2

27.8

9.3

25.1

34.0

23.7

45.8

1.1

3.0

1.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

業務に専念してもらいたい

疲労による業務効率の低下が懸念される

業務に悪影響を及ぼす

企業秩序を乱す

ノウハウ等の流出につながる

自社にのみ忠誠心をもってほしい

事務管理が煩雑になる（労務管理等）

法務管理上の問題（労働時間、給与管理等）

人材の流出につながる

従業員の健康が心配

相談相手がいない

その他

弊害はない n=1,047

Ⅰ(16-1)兼業・副業解禁における懸念(送り出し)
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4. アンケート分析結果（単純集計）

(2) 兼業・副業の実態

大企業 中小企業

67.0

69.1

27.7

7.4

45.7

2.1

38.3

66.0

17.0

58.5

0.0

4.3

0.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

業務に専念してもらいたい

疲労による業務効率の低下が懸念される

業務に悪影響を及ぼす

企業秩序を乱す

ノウハウ等の流出につながる

自社にのみ忠誠心をもってほしい

事務管理が煩雑になる（労務管理等）

法務管理上の問題（労働時間、給与管理等）

人材の流出につながる

従業員の健康が心配

相談相手がいない

その他

弊害はない n=94

• 懸念点として「業務に専念してもらいたい」「疲労による業務効率の低下が懸念される」は規模関係なく、
約7割の企業が回答している



26.1

43.9

37.7

35.3

25.3

9.8

22.1

1.1

19.6

10.3

13.7

4.4

20.4

9.8

5.4

5.0

5.2

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

企業秩序を乱す

業務上の秘密を保持したい

事務管理が煩雑になる（労務管理等）

法務管理上の問題（労働時間、給与管理等）

所定時間外の受け入れが困難

指揮命令ができない

費用対効果が不明

相談相手がいない

社員以外が出入りするのに抵抗がある

業務があいまいで切り出しができない

フルタイム以外の勤務体制構築が困難

フリーランスなどとの協業体制構築が困難

どういう人材がくるかわからない

どれだけのコスト負担になるのかわからない

人材をどのように探したらよいかわからない

その他

弊害はない
n=1,021

Ⅰ(16-2)兼業・副業解禁における懸念(受け入れ)

22

4. アンケート分析結果（単純集計）

(2) 兼業・副業の実態

大企業 中小企業

8.6

41.9

53.8

68.8

24.7

7.5

21.5

1.1

10.8

15.1

9.7

5.4

7.5

5.4

6.5

9.7

3.2

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

企業秩序を乱す

業務上の秘密を保持したい

事務管理が煩雑になる（労務管理等）

法務管理上の問題（労働時間、給与管理等）

所定時間外の受け入れが困難

指揮命令ができない

費用対効果が不明

相談相手がいない

社員以外が出入りするのに抵抗がある

業務があいまいで切り出しができない

フルタイム以外の勤務体制構築が困難

フリーランスなどとの協業体制構築が困難

どういう人材がくるかわからない

どれだけのコスト負担になるのかわからない

人材をどのように探したらよいかわからない

その他

弊害はない
n=93

• 大企業では「法務管理上の問題」が最も多い懸念としてあげられた
• 中小企業では「企業秩序を乱す」や「どういう人材が来るかわからない」の回答が約2割あった。兼業・副業人

材の具体的なイメージが想像できないことから湧く不安や懸念が結果に反映されているように窺える



Ⅰ(17)就業時間外の従業員の活動に対してのご意見
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4. アンケート分析結果（単純集計）

(2) 兼業・副業の実態

大企業 中小企業

4.3%

20.7%

22.8%
27.2%

21.7%

3.3%

内容を問わず本業以外の

活動も積極的に行ったほう

がよい
本業に寄与するような活

動であれば推奨したい

本業に支障が出ない範囲

であれば認めてもよい

本業だけに専念してもらい

たい

就業時間外の活動は本

人の裁量に任せている

その他

n=92

3.3%
10.4%

28.8%

34.9%

21.2%

1.4%
内容を問わず本業以外の活

動も積極的に行ったほうがよ

い

本業に寄与するような活動で

あれば推奨したい

本業に支障が出ない範囲で

あれば認めてもよい

本業だけに専念してもらいた

い

就業時間外の活動は本人

の裁量に任せている

その他

n=1,035

• いずれも「本業だけに専念してもらいたい」が最も多い回答だが、「本業に支障が出ない範囲であれば認め
てもよい」がそれに続いて多くなっている



(3) 
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Ⅰ(18)今後、自社社員に対して兼業・副業を解禁・推進していく場合、留意していく点

25

4. アンケート分析結果（単純集計）

(3) 兼業・副業における今後の解禁・推進意向

大企業 中小企業

46.5

59.4

15.8

66.7

25.6

41.9

1.3

5.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

勤務時間を考慮する（例 就業

時間外のみ等）

競合他社での兼業・副業は控え

る

本業との相乗効果があるような仕

事内容にする

過重労働にならない範囲にする

自社の企業イメージを棄損しない

ようにする

情報セキュリティを強化する

特に制限はつけない

その他
n=1,010

56.8

73.9

15.9

76.1

33.0

62.5

0.0

10.2

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

勤務時間を考慮する（例 就業時

間外のみ等）

競合他社での兼業・副業は控える

本業との相乗効果があるような仕事

内容にする

過重労働にならない範囲にする

自社の企業イメージを棄損しないよう

にする

情報セキュリティを強化する

特に制限はつけない

その他
n=88

• 留意する事項としては、従業員が「過重労働にならない範囲にする」と健康面を気遣う企業が最も多い



Ⅰ(18)今後、自社社員に対して兼業・副業を解禁・推進していく場合、留意していく点

26

4. アンケート分析結果（単純集計）

(3) 兼業・副業における今後の解禁・推進意向
・ 全体的に「競合他社での兼業・副業は控える」「過重労働にならないようにする」が多くなっており、

特に運輸業は約9割の企業が「過重労働にならない範囲にする」と回答している

中小企業・業種別

合計 勤務時

間を考慮

する（例

就業時

間外のみ

等）

競合他

社での兼

業・副業

は控える

本業との

相乗効

果がある

ような仕

事内容に

する

過重労

働になら

ない範囲

にする

自社の企

業イメー

ジを棄損

しないよう

にする

情報セ

キュリティ

を強化す

る

特に制限

はつけな

い

その他

全体 1010 46.5 59.4 15.8 66.7 25.6 41.9 1.3 5.0
農林水産業 5 20.0 20.0 60.0 40.0 20.0 0.0 0.0 0.0
建設業 100 37.0 54.0 24.0 67.0 27.0 41.0 2.0 6.0
製造業 441 49.4 61.0 12.7 70.3 26.5 44.4 0.5 4.8
卸売業 148 45.3 64.9 15.5 56.8 24.3 35.8 2.0 4.1
小売業・飲食店 41 51.2 58.5 14.6 65.9 39.0 53.7 2.4 2.4
不動産業 15 46.7 60.0 20.0 53.3 46.7 33.3 6.7 0.0
運輸業 34 61.8 50.0 11.8 88.2 20.6 32.4 0.0 5.9
情報通信業 43 37.2 58.1 18.6 60.5 20.9 58.1 2.3 9.3
金融・保険業 2 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0
学術研究、専門・技術サービス業 28 35.7 78.6 17.9 60.7 28.6 57.1 3.6 3.6
サービス業 79 45.6 54.4 15.2 70.9 20.3 36.7 1.3 5.1
医療、福祉業 8 37.5 62.5 37.5 75.0 37.5 37.5 0.0 0.0
その他 68 39.7 55.9 25.0 52.9 25.0 36.8 0.0 11.8

Ⅰ(5)業種

※各項目で最も高い項目を色掛け



23.1

62.2

48.1

5.1

9.2

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

本社もしくは事業所に出社して

もらう

自社の勤務時間内にきてもらう

競合他社からの兼業・副業を

禁止する

特に制限はつけない

その他

n=994

Ⅰ(19)今後、兼業・副業を行っている人材を受け入れていくとした場合、どのような形だったら受け入れること
を検討されるか

27

大企業 中小企業

4. アンケート分析結果（単純集計）

(3) 兼業・副業における今後の解禁・推進意向

30.9

61.7

55.6

3.7

13.6

0.0% 20.0%40.0%60.0%80.0%

本社もしくは事業所に出社し

てもらう

自社の勤務時間内にきてもら

う

競合他社からの兼業・副業を

禁止する

特に制限はつけない

その他

n=81

• 受け入れにおいての条件は、「自社の勤務時間内にきてもらう」と回答する企業が6割に達している



Ⅰ(20)受け入れを行う場合の「求める職種」

28

大企業 中小企業

4. アンケート分析結果（単純集計）

(3) 兼業・副業における今後の解禁・推進意向

25.8

11.0

32.8

9.2

36.4

22.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

営業職

経理・人事・総務職

製造

企画・管理職

技術職（エンジニア、IT関連）

その他

n=74

25.7

20.3

18.9

24.3

51.4

28.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

営業職

経理・人事・総務職

製造

企画・管理職

技術職（エンジニア、IT関連）

その他

n=944

• 「求める職種」は、いずれも「技術職」が多く、中小企業では特にその傾向が顕著である
• 中小企業では「技術職」以外のニーズは、それぞれほぼ同程度で存在する



Ⅰ(20)受け入れを行う場合の「求める職種」
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中小企業・業種別

4. アンケート分析結果（単純集計）

(3) 兼業・副業における今後の解禁・推進意向
• 一方で、中小企業の業種別でみると、情報通信業や学術研究、専門・技術サービス業では技術職を求

める回答が多いが、業種によって回答は異なっており企業の事業内容に合わせたマッチングが必要となる

※各項目で最も高い項目を色掛け

合計 営業職 経理・人

事・総務

職

製造 企画・管

理職

技術職

（エンジ

ニア、IT

関連）

その他

全体 944 25.8 11.0 32.8 9.2 36.4 22.1
農林水産業 5 20.0 20.0 60.0 60.0 0.0 0.0
建設業 94 33.0 8.5 8.5 7.4 54.3 24.5
製造業 407 13.8 10.6 63.9 7.9 34.9 13.0
卸売業 141 54.6 17.0 12.1 14.2 22.7 16.3
小売業・飲食店 38 52.6 7.9 10.5 13.2 23.7 34.2
不動産業 14 28.6 14.3 14.3 7.1 14.3 42.9
運輸業 33 6.1 6.1 0.0 12.1 15.2 75.8
情報通信業 41 29.3 9.8 2.4 9.8 70.7 19.5
金融・保険業 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
学術研究、専門・技術サービス業 29 20.7 6.9 3.4 6.9 72.4 13.8
サービス業 74 33.8 10.8 6.8 10.8 23.0 39.2
医療、福祉業 7 14.3 28.6 0.0 14.3 14.3 71.4
その他 62 14.5 6.5 16.1 6.5 48.4 38.7

Ⅰ(5)業種



5.8

23.2

50.4

5.4

7.7

16.7

15.8

7.1

21.8

3.4

13.2

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

経営に関するアドバイザリー

市場・業界における専門知識を有する人

同事業で経験を積んでいるような即戦力社員

バックオフィス業務のスペシャリスト

新規事業の立上げ人材

IT（情報技術）に精通した人材

オペレーション業務を担う人材

ミドルマネジャー

若手社員

グローバル人材（外国人含む）

その他
n=945

Ⅰ(21)受け入れを行う場合の「求める人物」

30

大企業 中小企業

4. アンケート分析結果（単純集計）

(3) 兼業・副業における今後の解禁・推進意向

11.1

27.8

36.1

16.7

19.4

26.4

16.7

4.2

6.9

6.9

18.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

経営に関するアドバイザリー

市場・業界における専門知識を有する人

同事業で経験を積んでいるような即戦力社員

バックオフィス業務のスペシャリスト

新規事業の立上げ人材

IT（情報技術）に精通した人材

オペレーション業務を担う人材

ミドルマネジャー

若手社員

グローバル人材（外国人含む）

その他
n=72

• 「即戦力社員」や「専門知識を有する人」を求める声が多いが、大企業では、「ITに精通した人材」「新規
事業の立上げ人材」といったイノベーション人材、中小企業では「若手社員」を求める回答が多かった



Ⅰ(14)現在、不足していると感じる人材×Ⅰ(21)受け入れを行う場合の「求める人物」
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大企業

4. アンケート分析結果（単純集計）

(3) 兼業・副業における今後の解禁・推進意向
• 不足している人材として、「即戦力社員」の他、「ITに精通した人材」「グローバル人材」があげられていた

が、必ずしも兼業・副業で求める人材とはニーズは一致していない

※各項目で最も高い項目を色掛け

合計 経営に関

するアドバ

イザリー

市場・業

界における

専門知識

を有する

人

同事業で

経験を積

んでいるよ

うな即戦

力社員

バックオフィ

ス業務の

スペシャリ

スト

新規事業

の立上げ

人材

IT（情報

技術）に

精通した

人材

オペレー

ション業務

を担う人

材

ミドルマネ

ジャー

若手社員 グローバル

人材（外

国人含

む）

その他

全体 72 11.1 27.8 36.1 16.7 19.4 26.4 16.7 4.2 6.9 6.9 18.1

経営に関するアドバイザリー 3 33.3 0.0 33.3 33.3 33.3 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 33.3

市場・業界における専門知識を有する人 10 0.0 40.0 40.0 20.0 20.0 20.0 10.0 0.0 0.0 10.0 30.0

同事業で経験を積んでいるような即戦力社員 26 3.8 19.2 46.2 19.2 3.8 3.8 15.4 7.7 7.7 3.8 23.1

バックオフィス業務のスペシャリスト 7 0.0 0.0 28.6 42.9 0.0 0.0 28.6 14.3 0.0 0.0 28.6

新規事業の立上げ人材 17 17.6 29.4 23.5 11.8 47.1 35.3 11.8 0.0 0.0 11.8 23.5

IT（情報技術）に精通した人材 27 18.5 29.6 29.6 14.8 25.9 48.1 7.4 0.0 0.0 11.1 29.6

オペレーション業務を担う人材 11 9.1 0.0 9.1 27.3 0.0 9.1 63.6 0.0 9.1 0.0 9.1

ミドルマネジャー 23 8.7 26.1 34.8 30.4 17.4 34.8 13.0 13.0 0.0 4.3 21.7

若手社員 15 13.3 33.3 40.0 13.3 13.3 13.3 20.0 6.7 20.0 0.0 13.3

グローバル人材（外国人含む） 24 8.3 29.2 33.3 20.8 25.0 33.3 16.7 4.2 0.0 20.8 25.0

その他 2 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

Ⅰ(14)	現在、

不足していると

感じる人材を教

えてください。



Ⅰ(14)現在、不足していると感じる人材×Ⅰ(21)受け入れを行う場合の「求める人物」
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中小企業

4. アンケート分析結果（単純集計）

(3) 兼業・副業における今後の解禁・推進意向
• 不足感のある人材タイプによらず、兼業・副業で求める人材は「即戦力社員」が多く、その傾向は中小企

業のほうが顕著である。次いで多いのは「専門知識を有する人」であり、中小企業の現有戦力不足を兼
業・副業で補える可能性がある。

※各項目で最も高い項目を色掛け

合計 経営に関

するアドバ

イザリー

市場・業

界における

専門知識

を有する

人

同事業で

経験を積

んでいるよ

うな即戦

力社員

バックオフィ

ス業務の

スペシャリ

スト

新規事業

の立上げ

人材

IT（情報

技術）に

精通した

人材

オペレー

ション業務

を担う人

材

ミドルマネ

ジャー

若手社員 グローバル

人材（外

国人含

む）

その他

全体 945 5.8 23.2 50.4 5.4 7.7 16.7 15.8 7.1 21.8 3.4 13.2

経営に関するアドバイザリー 59 40.7 27.1 49.2 10.2 22.0 20.3 18.6 11.9 13.6 8.5 3.4

市場・業界における専門知識を有する人 165 7.3 57.6 61.8 6.7 9.7 21.8 12.1 7.9 9.7 3.0 7.3

同事業で経験を積んでいるような即戦力社員 498 5.8 27.1 68.3 5.0 7.2 16.3 13.5 7.4 20.9 3.4 9.4

バックオフィス業務のスペシャリスト 56 7.1 19.6 37.5 41.1 8.9 25.0 12.5 12.5 23.2 10.7 12.5

新規事業の立上げ人材 112 5.4 30.4 47.3 7.1 42.0 23.2 14.3 4.5 12.5 3.6 8.9

IT（情報技術）に精通した人材 181 7.7 27.1 50.3 8.8 9.4 53.0 14.4 8.8 11.6 4.4 9.9

オペレーション業務を担う人材 143 7.0 20.3 38.5 4.2 2.8 15.4 56.6 7.0 21.0 4.2 11.2

ミドルマネジャー 247 7.7 22.7 48.2 7.7 9.3 20.6 21.1 23.5 14.6 3.2 12.1

若手社員 507 3.9 20.1 50.5 4.1 7.3 14.4 14.4 5.7 34.5 2.6 13.6

グローバル人材（外国人含む） 53 15.1 39.6 37.7 13.2 17.0 28.3 18.9 7.5 20.8 43.4 5.7

その他 54 5.6 14.8 20.4 5.6 1.9 7.4 11.1 5.6 7.4 1.9 51.9

Ⅰ(14)	現在、

不足していると

感じる人材を教

えてください。



Ⅰ(22)(21)の人材を受け入れるとした場合、受け入れたい雇用条件（例）
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大企業 中小企業

4. アンケート分析結果（単純集計）

(3) 兼業・副業における今後の解禁・推進意向

ケース１：製造業 【新規事業立ち上げ人材】
業務：新規事業立ち上げ
年齢：不問
契約形態：正社員
給与：月160時間、応相談

ケース２：その他 【PC操作に精通した人材】
業務：Accessを使用して煩雑となっている業務を、
excel等で簡単に遂行できるようにしてほしい。
年齢：25～49歳
契約形態：業務委託契約・2日／週× 3か月
給与：12万円

ケース３：小売業 【アドバイザリー】
業務：コンサル・アドバイザー
年齢：30～50歳
契約形態：委託・顧問・1年～
給与：要検討

ケース１：製造業 【技能工】
業務：作業員（正社員の補助作業）など
年齢：50～65歳
契約形態：アルバイト・月1回／週3～4日・1～5年
給与：要相談

ケース２：製造業 【製造技術改善指導】
業務：生産効率改善(不良対策など)業務
年齢：30～45歳
契約形態：業務委託・週1回2時間・半年
給与：1万円／回

ケース３：製造業 【新規開拓営業】
業務：新規顧客の開拓
年齢：40～50代
契約形態：業務委託契約・週1～2回・数時間
給与：2～3万円

• 具体的な雇用要件は想定できていない企業が回答の多くを占めた結果となった一方、すでに具体的に
ニーズとして顕在している企業もある



Ⅰ(23) 厚生労働省「モデル就業規則」の今後の改定意向
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大企業 中小企業

4. アンケート分析結果（単純集計）

(3) 兼業・副業における今後の解禁・推進意向

5.0%

23.5%

36.1%

30.9%

4.5%

すでに、改定を行っ

た

今後改定する予定

である

改定する予定はな

い

モデル就業規則を

知らない

その他

n=1,022

5.6%

24.4%

52.2%

11.1%

6.7%

すでに、改定を行っ

た

今後改定する予定

である

改定する予定はない

モデル就業規則を知

らない

その他

n=90

• 就業規則については、改定を行ったもしくは行う予定である企業は全体の約3割であった
• 一方で、中小企業では「モデル就業規則を知らない」と回答する企業が約3割存在した



(4) 
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Ⅰ(24)2018年に厚生労働省が発表した「副業･兼業の促進に関するガイドライン」の認知
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4. アンケート分析結果（単純集計）

(4) 国に求める支援・要望

大企業 中小企業

42.9%

42.9%

14.3%

内容を把握している

聞いたことはあるが、

内容はよく知らない

知らない・聞いたこと

がない

その他

n=91

11.2%

63.5%

25.3%

0.1%
内容を把握している

聞いたことはあるが、

内容はよく知らない

知らない・聞いたこと

がない

その他

n=1,049

• 「副業･兼業の促進に関するガイドライン」の認知度は高いが、「内容を把握している」と回答した企業は
大企業では42.9％、中小企業においては11.2％となった



Ⅰ(25)今後、兼業・副業を推進するにあたって、政府に期待する支援
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4. アンケート分析結果（単純集計）

(4) 国に求める支援・要望

大企業 中小企業

28.4

16.7

32.4

2.1

8.5

30.2

29.5

25.5

3.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

兼業・副業に関する情報の発信

ノウハウ等を学ぶ機会の提供

成功事例・モデル事例の共有

自社の取り組みをアピールする場

の構築

企業間でマッチングを目的とした

交流会の設置

補助金制度の導入

兼業・副業に関する法律の煩雑

さの解消

特にない

その他

n=1,022

35.6

31.1

50.0

0.0

6.7

26.7

61.1

7.8

6.7

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

兼業・副業に関する情報の発信

ノウハウ等を学ぶ機会の提供

成功事例・モデル事例の共有

自社の取り組みをアピールする場の

構築

企業間でマッチングを目的とした交

流会の設置

補助金制度の導入

兼業・副業に関する法律の煩雑さ

の解消

特にない

その他

n=90

• 大企業・中小企業のいずれも「成功事例・モデル事例の共有」、「法律の煩雑さの解消」、「兼業・副業に
関する情報の発信」を求める声が大きい



(5) 
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※アンケート１にて「すでに兼業・副業を解禁している」と回答した企業のみ
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4. アンケート分析結果（単純集計）

(5) 兼業・副業の実態と効果

Ⅱ(1)兼業・副業の雇用形態の内訳

Ⅱ(2)解禁時期

• 送り出し・受け入れいずれにおいても、もっとも多い雇用形態は「他社従業員」であった

送り出し 受け入れ

2000年以前 4社 2社

2001～2010年 2社 5社

2011年以降 24社 18社

送り出し 受け入れ

最大人数 平均人数 最大人数 平均人数

他社従業員 15人 2.9人 52人 4.6人

経営者 1人 1人 2人 1.3人

個人事業主 3人 1.6人 30人 3.1人

隙間ワーカー 4人 1.6人 7人 2.3人



18.4%

8.8%

35.1%

3.5%

34.2%

届け出を必要とし、内容の審査

を行っている

届け出を必要としているが、内

容の審査は行っていない

特に許可制度を設けておらず、

個人の裁量に任せている

その他

送り出しは行っていない

n=114

6.1%

90.4%

3.5%

変更した

変更していな

い

その他

n=114
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4. アンケート分析結果（単純集計）

(5) 兼業・副業の実態と効果

Ⅱ(3)兼業・副業を解禁するにあたって、就業規則を変更の有無

Ⅱ(4)送り出す際の兼業・副業制度

• 就業規則の変更は特に行われていないケースが多い。また、制度についても、特に認可制度を設けていな
い企業が全体の35％で最も多かった
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4. アンケート分析結果（単純集計）

(5) 兼業・副業の実態と効果

Ⅱ(5)受け入れる際に人材を発掘する手段

1.9

6.5

15.0

11.2

36.4

5.6

0.9

8.4

38.3

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

WEBマッチングサービス

広告媒体（Web）

広告媒体（新聞、求人誌、フリーペーパー等）

人材紹介サービス

知人・社員からの紹介

自社HP

クラウドソーシング

その他

受け入れは行っていない
n=107

• 受入人材の発掘手段は「知人・社員からの紹介」が最も多く、ほとんどの企業で「WEBマッチングサービス」
や「クラウドソーシング」といったツールは活用されていない
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4. アンケート分析結果（単純集計）

(5) 兼業・副業の実態と効果

Ⅱ(6)受け入れている人材要件（例）

ケース１ 基幹システム導入のための支援
（SE）
契約形態：アドバイザリー契約
給与：月給75万円
勤務時間：月に約172時間
契約期間：1か月～半年以下

ケース２ 製造補助・検査補助・梱包業務（当
社パートと同業務）
契約形態：雇用契約
給与：時給制
勤務時間：月に70時間
契約期間：半年～1年

ケース４ 翻訳チェック
契約形態：業務委託契約
給与：時給1200円
勤務時間：月80時間
契約期間：半年～1年

ケース３ 倉庫作業（ピッキング）
契約形態：雇用契約
給与：時給800円
勤務時間：月に100時間
契約期間：1年以上

• 現在実施されている実態は概ねアドバイザリー業務と製造業務が中心となっている。

アドバイザ
リー業務

製造業務
作業

その他
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4. アンケート分析結果（単純集計）

(5) 兼業・副業の実態と効果

Ⅱ(7-1)兼業・副業解禁において解禁当初の目的と実際にあった効果（送り出し）

14.7

12.0

9.3

6.7

4.0

4.0

6.7

8.0

1.3

18.7

4.0

16.0

5.1

10.2

11.9

5.1

5.1

1.7

8.5

10.2

3.4

15.3

3.4

15.3

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%

優秀な人材の採用

優秀な人材の定着（離職率の低下）

人材育成、従業員スキルの向上

シニア層への再就職支援

新たな知識・経営資源の獲得

新たな顧客の獲得

従業員のモチベーションの向上

本業との相乗効果発揮

企業イメージの向上

働き方改革の促進

新規事業の創発

その他

解禁当初の目的(n=75) 実際にあった効果(n=59)

• 「優秀な人材の採用」については期待した効果を得られていない企業が多い
• 「スキル向上」「モチベーション向上」「相乗効果発揮」等については期待以上の効果がみられる
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4. アンケート分析結果（単純集計）

(5) 兼業・副業の実態と効果

Ⅱ(7-2)兼業・副業解禁において解禁当初の目的と実際にあった効果（受け入れ）

59.0

2.6

9.0

5.1

6.4

24.4

9.0

9.0

1.3

52.9

1.4

4.3

2.9

1.4

5.7

24.3

8.6

7.1

1.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

人材不足の解消

オープンイノベーション促進

新たな知識・経営資源の獲得

新たな顧客の獲得

企業イメージの向上

新規事業立ち上げ／推進

業務の効率化

正社員の高付加価値業務へのシフト

コストメリット

その他

解禁当初の目的(n=78) 実際にあった効果(n=70)

• 受け入れについては、解禁当初の目的と実際にあった効果で大きな乖離が生まれた項目はなかった



5. インタビュー結果
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5. インタビュー結果

（１）インタビュー概要

目的
• アンケート結果をベースに、他社で働く人材の兼業・副業等による自社への受け入れ実

態・ニーズをより具体・詳細に把握する

実施期間 • 2018年7月30日～8月20日

インタビュー構成 • 兼業・副業による実態把握及びニーズに関するインタビュー(1h)

対象企業

対象企業

A社 群馬県 ソフトウェア開発

B社 群馬県 ソフトウェア開発

C社 茨城県 セラミック製造

D社 東京都 建築デザイン・設計

E社 東京都 半導体製造

F社 新潟県 金型製造

G社 長野県 半導体製造

H社 長野県 めっき加工

I社 長野県 バッテリー製造
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5. インタビュー結果

（２）インタビュー項目

インタビュー項目

兼業・副業の受け入れ状況、導入背景、受け入れ要件

兼業・副業の受け入れにおける効果

兼業・副業の受け入れにおける弊害・躊躇する理由

兼業・副業の受け入れの推進意向

兼業・副業の送り出し状況、導入背景、受け入れ要件

兼業・副業の送り出しにおける効果

兼業・副業の送り出しにおける弊害・躊躇する理由

兼業・副業の送り出しの推進意向

中小企業が抱える人材課題

今後必要と思われる支援、施策について、その他
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5. インタビュー結果

（３）インタビューサマリ

48

【兼業・副業（受け入れ）の状況】

¸ 1人でも雇用が増えることが負担につながる中小企業にとって、繁忙に応じてスポットで人材を受け入れることがで

きる兼業・副業は相性がよい

¸ 現在、最も多いのは個人事業主を業務委託契約にて受け入れている形態である。一方で、他社従業員につい

ては手続きの煩雑さや他社との調整の面から拒む企業もいる

【兼業・副業（送り出し）の状況】

¸ 人材不足の中で、自社従業員を積極的に送り出している企業は少ない。一方で、金銭面の理由や家庭の事情

で、やむを得ず就業時間外に行うアルバイトや家業の手伝いを認めている

¸ 推進できない理由としては、兼業・副業先からの引き抜きによって人材の離職につながることや、兼業・副業により

従業員の疲労が蓄積することで本業がおろそかになることが懸念されている

¸ 総じて送り出しについても、受け入れについてもイメージが先行して実際に起きていない弊害に躊躇している状況

が多い



5. インタビュー結果

（４）インタビュー結果

兼業・副業の受け入れ状況、導入背景、受け入れ要件
1

¸A社：2005年から個人事業主1名と業務委託契約を締結し、開発を依頼している。当時は兼業・副業の募集を
行っていたわけではないが、応募いただいた方から要望があったので個人契約をおこなった。また、繁忙時には社員の
奥様に来てもらい、PCのセットアップやプログラムのセットをしてもらっている。契約は時間給の業務委託契約を締結

¸B社：他企業でパートをしている方に、スポットでデザイン業務を依頼している（案件単位で業務委託契約を締
結）。過去にはシステム会社から独立した人にWebサイトのコーディング業務をお願いしていたこともある

¸C社：完成品の検査業務を行う内職者の受け入れを行っている。出来高制で4名の方にお願いしている。また、内
職者の管理を行う個人事業主を1名受け入れている

¸D社：個人事業主のデザイナーを30名ほどプールしており、プロジェクトベースでアサインを行っている。契約はプロ
ジェクトごとに業務委託契約を締結

¸E社：製造部門で人が足りないときにヘルプで来てもらっている人材が3名いる。創業時から知り合いつてで依頼し
ており、掛け持ちはしているようだが、他に何をしているかは不明。契約は業務委託契約を締結し、社員が担っている
ものとは別業務を行ってもらっている

¸F社：1名の個人事業主に工作機械のオペレーター業務をお願いしている。雇用前提で面接をしていたが、その方か
ら出来高制の契約形態を提案され、受け入れた。その他、社長の人脈で経営アドバイザリーとして、来てもらっている
方が1名いる
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5. インタビュー結果

（４）インタビュー結果

兼業・副業の受け入れ状況、導入背景、受け入れ要件
1

¸G社：個人事業主2名（知り合い及び元社員／業務のマニュアル化、教育係を始めとした何でも屋）と他社従
業員1名（次男紹介／バックオフィス業務のIT 化支援）の受け入れを行っている

¸H社：受け入れなし。一部、派遣社員で他の仕事と掛け持ちしている者はいる

¸I社：受け入れなし
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5. インタビュー結果

（４）インタビュー結果

兼業・副業の受け入れにおける効果
2

【効果】
¸人材不足の解消
・繁忙期と閑散期があるため継続的な雇用はできない中で、案件単位で発注ができるので人材不足の解消につながっ
た（B社）
・実力のある人材が来てくれているので、人材不足の解決の一つになっている（E社）
・雇用でないから、知人のネットワークを使って探しやすい（A社）

¸顧客の獲得
・多くの個人事業主を受け入れることで新たな知見の獲得から顧客開拓につながる可能性がある（D社）

¸業務の幅の拡大
・社員では補えないような育成業務、業務のマニュアル化、教育プログラムの構築等の幅広い業務をお願いできるので、
業務の幅が広がった（G社）
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5. インタビュー結果

（４）インタビュー結果

兼業・副業の受け入れを躊躇する理由
3

【躊躇する理由】
¸本業と兼業・副業の区別がつかなくなる
・同じような仕事を2箇所でやっていると、どっちの仕事をいつやっているのかわからなくなるのではないか（B社）

¸大企業社員に対するイメージ
・大企業からくる方はプライドが高そう（C社）

¸兼業・副業人材への抵抗
・社員でもない、パートでもないという位置づけが中途半端である。直接雇用したい（C社）
・兼業・副業の方は帰属意識が足りなくなると思うので、人手不足との天秤をかけて考えるしかない（I社）

¸ノウハウの流出につながる
・必要な人材は即戦力社員だが、即戦力社員となると同業や取引先となるため、ノウハウの流出につながる（F社）
・業務の説明をする中で、自社のノウハウの流出というより顧客のノウハウの流出を懸念している（E社）

¸顧客説明の難しさ
・営業現場に連れていくと、お客様に戸惑いがあるようである。名刺を配布する等の対応を行っていく必要がある（D社）

¸就業時間、場所の制約
・本業の業務をお願いする場合は、当社に就業時間内に来てほしい（G社）

¸社員の健康配慮
・長時間労働になりがちなので、健康管理をどうすればいいのか。他の会社の勤務状況がわからないので難しい（H社）
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5. インタビュー結果

（４）インタビュー結果

兼業・副業の受け入れの推進意向
4

¸A社：兼業の場合は社員として雇用すること（どちらの会社にも籍がある状態）は考えておらず個人契約が前提で、
積極的に推進したい。特に欲しいのは営業と開発職。現在は兼業・副業社員の募集広告をだしている

¸B社：社員を雇用する余裕がないのでむしろ兼業・副業人材の受け入れは積極的に行ないたい。求める職種として
はデザイン、開発、営業、および英語ができる人材

¸C社：推進意向はない

¸D社：お客様側の業界に精通している人を中心に受け入れは増加させたい

¸E社：調整が難しいので他社従業員の受け入れは行わないが、それ以外の人材であれば製造部門に来てほしい

¸F社：当社の納期を優先してくれる個人事業主であれば、今後も受け入れていきたい。当社社員に定年後につい
て、兼業・副業を提案しているが、みんな「社員としていたい」といっており、結果再雇用になるケースが多い

¸G社：当社が求める人材を決めるというよりは、よい人材がいればその人の得意技とマッチングして業務内容を決定し
ていきたい。よい人材がいれば積極的に受け入れたい

¸H社：直接雇用が原則なので、意向なし

¸I社：人材不足と天秤をかけて、認めていく予定
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5. インタビュー結果

（４）インタビュー結果

兼業・副業の送り出し状況、導入背景、送り出し要件
5

¸A社：他業界や様々な人と関わることで視野を広げてもらいたいと思っている。就業規則も変更し、社員に周知はし
ているが現状実績はない

¸B社：なし

¸C社：営業職の社員から、金銭面がきついからアルバイトをしていいかと申し出があったので、承諾した。土日にコール
センターのアルバイトを行っている

¸D社：役員が他社の役員を兼務している

¸E社：社長が長岡の大学で教授をしている

¸F社：公に解禁はしていないが個別で相談があれば対応している。現在は、土日にアルバイトや家業の手伝いを行っ
ている社員が2名いる

¸G社：金銭面の理由から1名土日にアルバイトをしている社員がいる

¸H社：なし

¸I社：就業時間外に農業を行っている社員が3名いる。社員とは守秘義務を結んでいるので申告は必要としていない
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5. インタビュー結果

（４）インタビュー結果

兼業・副業の送り出しにおける効果
6

【効果】
¸人材の定着
・副業を認めたことで、優秀な人材の離職を防ぐことができた（C社）
・規制してしまうと本人のモチベーションも低下しそうであった（G社、I社）

¸人脈が広がる
・どこから仕事が来るかわからないから、積極的に外とコミュニケーションをとってほしいと考えている（D社）

¸社員の成長
・従業員には社会で経験を積んで成長してほしいと思っている。その経験が直接的につながらなくても、いつか何かしらで
つながればよい（A社）
・人にプレゼンしたり人と話すのがうまくなる（B社）

¸働き方改革の推進
・兼業・副業を規制しないという会社の方針を示すことができた（I社）
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5. インタビュー結果

（４）インタビュー結果

兼業・副業の送り出しを躊躇する理由
7

【躊躇する理由】
¸人材の流出
競合の場合は引き抜かれるリスクもあり、どっちが本業かわからなくなるので推奨したくない（A社）

¸業務への支障
・支障をきたさないこと（C社）
・他社の仕事を覚えるなら、まずが自社の仕事を完璧に覚えてほしい（E社）
・兼業・副業先で、当社の社員としての自覚をもってくれないとブランドが傷つく。クレームが来るのは困る（D社）
・本業がおろそかになる（H社）

¸社員の健康配慮
・社員の健康管理ができなくなる（H社）
・本人に任せてはいるが、社員の健康だけが心配（I社）
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5. インタビュー結果

（４）インタビュー結果

兼業・副業の送り出しの推進意向
8

¸A社：会社から積極的に進めることはないが、社員から申し入れがあれば就業規則に則って認める

¸B社：本業と切り離せる副業なら認める

¸C社：会社から推進はしないが、本人の意向があれば、内容に応じて許可する

¸D社：代表はOKだが、社員はNG。社員はまだ未熟者であるから、自社でまずは能力をつけるべきと考える

¸E社：当社が満足に仕事を提供できなくなった場合のみ、推進する

¸F社：原則禁止。社員の申し入れがあり、業務に支障をきたさないようであれば認める

¸G社：本人に意向があり、成長につながるのであれば、推進する

¸H社：今後は認めざるを得なくなると思う。その場合、同業他社は不可＆申告制で実施する

¸I社：社員によって兼業・副業を行う条件が揃わない人もいると、全員に不公平なものになるので会社としては推進し
ていけないと思っている
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5. インタビュー結果

（４）インタビュー結果

中小企業が抱える人材課題
9

¸雇用の負担
・数人でやっている規模の会社なので1人雇用するための負担は大きい（B社）

¸採用が困難（応募者と求めるスキルのミスマッチ含む）
・大卒や工業系高校卒の人材が欲しいが、採用ができない（C社）
・本当に現場の人材が足りない（E社）
・普通の採用では社員がとれないので、他社の工場が閉鎖したときに産業雇用安定センターを介して獲得している（I社）
・求めるスキルは即戦力。しかし、なかなか即戦力となるような人材の応募がない（A社）

¸リーダー人材の不足
・後継者はいるが、後継者の右腕となるような人材が不足している（G社）

¸社員の離職
・同エリアに大手の工場が建つと、福利厚生や勤務条件がいいので簡単に引き抜かれてしまう（H社）

¸年齢構成の歪み
・中間層がほとんどおらず、現場にいる50代、60代のベテラン社員から新入社員へ教育している（C社 ）
・仕事が立ち仕事なので、産前6週間前からの休暇では短く、女性社員が妊娠を機に辞めてしまう（I社）

¸技術継承
・人が辞めるので、ノウハウが途切れてしまっている（I社）
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5. インタビュー結果

（４）インタビュー結果

今後必要と思われる支援、施策について、その他
10

¸ガイドラインの作成
・兼業・副業人材を受け入れる場合の具体的な進め方や体制等のガイドラインやチェックリストのようなものがあると良い（A社）
・モデル契約みたいなものがあればわかりやすい（F社）
・全職種で推進するのか、製造業も対象となるのか、職種にあった支援を行ってほしい（E社）

¸人材バンクの構築
・中小企業の課題は必要な人材を見つけることができないことである。副業したい人を検索できるようになるといい（A社）
・兼業・副業の人をどう探したらいいかわからない（I社）

●企業への情報開示
・マイナンバーで様々な個人情報を管理しているが、労務の履歴についても開示してくれるとよい（H社）

¸兼業・副業に対する知識の啓発
・副業した場合に税金がどうなるかなどの知識もないので、そういう啓発をもっとした方が良い（B社）
・そもそも兼業・副業のイメージがつかない（C社）
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6.兼業・副業における課題
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6.兼業・副業における課題 1/3
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中小企業における兼業・副業の課題は大きく(1)マッチングの困難さ、 (2)受け入れ態勢の未整備、 (3)兼業・副
業への偏見の3点があげられる

(1) マッチングの困難さ

中小企業では、「募集をしても人が集まらない」「求めている人材がいない」といった声が多く、人材の獲得に大きな課
題を抱えている。特に、兼業・副業人材において、獲得の難しさを助長する背景としては①人材要件の個別性が高
いことと、②人材を獲得するためのインフラが整っていないことがあげられる。

①人材要件の個別性が高いこと

中小企業の業務は大企業と比較すると領域が狭いため、現場の即戦力社員に求められるスキルが限定されてしまう
状況である。結果、求められるスキルを保有しているのは同業他社の（元）社員か、得意先の（元）社員に限定
されてしまい、ノウハウの流出の観点から受け入れが進んでいないケースが多いことがあげられる。

②人材を獲得するためのインフラが整っていないこと

兼業・副業市場では転職市場や新卒市場のように発達したマッチングサイトやインフラが整っておらず、どこで人材を探
すことができるのか認知されていない。今後、市場全体でインフラの整備、啓発を行っていくことが求められる。



6.兼業・副業における課題 2/3
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中小企業における兼業・副業の課題は大きく(1)マッチングの困難さ、 (2)受け入れ態勢の未整備、 (3)兼業・副
業への偏見の3点があげられる

(2) 受け入れ態勢の未整備

アンケートでは、必ずしも「不足と感じている人材」と「兼業・副業で求める人材」が一致していないことがわかっている。

中小企業では、若手社員やミドルマネジャーなどを不足と感じている人材と回答しているのにも関わらず、兼業・副業
として受け入れを行う場合は即戦力社員を求める回答が多かった。

このようなギャップが生まれている背景として、2点考えられる。

①中小企業において兼業・副業で確保できる人材イメージが具体化されていないこと

②業務の切り分け・整理が行われておらず、依頼できる業務が限られていること

大企業では、コア業務を行う正社員、オペレーティブ業務を行う派遣社員などと業務と職責が整理されているケースが
多いが、中小企業ではそこの整理・切り分けがされていない企業の方が多い。その結果、正社員が担っているコア業
務が、兼業・副業人材の対象業務になってしまっている。つまり「兼業・副業人材に正社員と同じことを求めている」と
いう問題が想定される。

一方で、インタビューでは、来てくれる人材の得意な業務に応じて業務内容をマッチングするといった前向きな意見も
あった。



6.兼業・副業における課題 3/3
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中小企業における兼業・副業の課題は大きく(1)マッチングの困難さ、 (2)受け入れ態勢の未整備、 (3)兼業・副
業への偏見の3点があげられる

(3) 兼業・副業への偏見

兼業・副業人材を受け入れるにあたって、企業秩序が乱されることを懸念点として挙げる中小企業が全体の約1/4
存在している。インタビューにおいても兼業・副業人材を受け入れると、「社員の帰属意識が足りなくなるのではないか」
という声が上がっており、受け入れにおける組織面の不安要素は多い。

実際に、兼業・副業人材を発掘する手段として最も活用されていたのが「知人・社員からの紹介」であった。インタ
ビューでも「知人のネットワークの方が安心できる」といった声もあがっている。

また、大企業で働く社員や兼業・副業人材に対して、「プライドが高い」「片手間で仕事をする」といった、外部の人材
を受け入れることにマイナスのイメージを抱えている中小企業もいる。

中小企業では兼業・副業へのイメージだけが先行し、実際に起きていない弊害を上げて躊躇している企業も多い。

中小企業の不安要素をいかに払拭し、外部人材の受け入れにおける意識変革をおこなっていくかが今後の課題であ
る。



7. 今後に向けた示唆

64



7. 今後に向けた示唆 1/2

(1) 外部人材（兼業・副業人材含む）の活用可能性の啓発

課題として「兼業・副業への偏見」をあげたが、中小企業において自社の社員でない人が会社内を出入りすること
や働くことへの抵抗が強い。中には派遣社員ですら、抵抗があると回答した企業も存在した。

一方で、インタビューでも「人材不足の深刻さと天秤にかけた上で兼業・副業の受け入れを視野にいれていかないと
いけない」と回答した企業もいるように、今後人口減少が加速化していく中で、兼業・副業人材に留まらず、外部
人材という大きな括りで受け入れの意識を変えていく必要がある。

例えば、先行事例などを充実させ、外部人材の受け入れ効果などプラスの面を伝えていくことなどが考えられる。

また、実際に起きていない弊害を上げて躊躇している企業が多い中で、まずは繁忙時にお試しで来てもらうなど、外
部人材を受け入れるにあたって、スモールスタートができる仕掛け・仕組みがあると、心理的ハードルを下げることに
つながる可能性がある。

その他、労働時間規制についての正しい理解がないことが不安につながっているケースもあるため、適切な情報提
供や啓発活動が求められる。
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今後、中小企業で兼業・副業人材の受け入れを増やしていくためには、(1)外部人材（兼業・副業人材含
む）の活用可能性の啓発、 (2)人材マッチング支援の推進、 (3)受け入れ企業の負荷軽減が必要になると思
われる



7. 今後に向けた示唆 2/2

(2) 人材マッチング支援の推進

人材課題として「求めている人材がいない」と4割の中小企業が回答している。そのような背景の中で、中小企業が
主体的に人材を探しに行けるマッチングサイトやインフラを整備していくことが有効と思われる。例えば、企業からも
声が上がっていた兼業・副業をしたい人を検索できるようなプラットフォームの構築等があげられる。
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今後、中小企業で兼業・副業人材の受け入れを増やしていくためには、 (1)外部人材（兼業・副業人材含
む）の活用可能性の啓発、 (2)人材マッチング支援の推進、 (3)受け入れ企業の負荷軽減が必要になると思
われる

(3) 受け入れ企業の負荷軽減

アンケートでは、約6割の企業が、兼業・副業人材には自社の勤務時間内に来てほしいと回答していた。今後、テ
レワークや遠隔からの業務を想定した場合、業務を依頼するための準備負担と労務管理工数の軽減が大きな課
題となる。特に即戦力社員を受け入れて人材不足を解消していくだけでなく、バックオフィス業務のIT化など生産性
向上の観点で、業務をどのように整理し切り離していくか、どう人材不足を改善していくかといった支援をしていくこと
が、兼業・副業を進めていく後押しになると考えられる。


